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Ⅰ　はじめに

　近年，納税意識や納税協力費⑵に注目するこ
との重要性がますます高まっている状況であ
る。納税をめぐる環境について，電子申告・

納税の普及の進展，納税者の納税の利便性の
向上など，納税をめぐる環境が飛躍的に前進
している。一方，徴税・納税制度の効率性⑶の
観点からは様々な課題があり，徴税・納税制
度の方向性を検討することの重要性が大きい。

横山直子
（大阪産業大学経済学部教授）
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⑴　本研究はJSPS科研費�JP18H00868の助成を受け
たものです（研究代表者玉岡雅之）。

⑵　納税協力費に関して，Sandford,�C.,�M.�Godwin�
and� P.� Hardwick�（1989）, Administrative and 
Comp l i an c e Co s t s o f Ta x a t i on ,� F i s c a l�
Publications,�Bath,�Sandford,�C.�（2000）,�Why Tax 
Systems Differ; A Comparative Study of the 
Po l i t i c a l Economy o f Taxa t i on ,� F i s ca l�
Publications,�Bathを参考。納税協力費について，
サンフォード（Sandford.C.）教授らは，金銭的コ
スト（money�costs），時間的コスト（time�costs），
心理的コスト（psychic�or�psychological�costs）に

分類されている（納税協力費に関する３つの分類
等について，Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.�
Hardwick（1989）,� op.cit., chap.1,� pp.3-23を参
考）。サンフォード教授らの研究では，税制が機能
する中でのコストについて，徴税側が負担する公
共部門のコスト（administrative� costs），納税者
が負担する民間部門のコスト（compliance�costs），
そして両者を合わせたコスト（operating� costs）
に分類されている（この点について，Sandford,�C.,�
M.� Godwin� and� P.� Hardwick�（1989）,� op.cit.,�
chap.1,�pp.3-23を参考）。
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本論文は，住民税に焦点をあて，国税の所得
税と地方税の住民税との比較，納税意識，そ
して徴税・納税制度の効率性の観点から，住
民税の特徴と住民税をめぐる問題について研
究を深め，その上で住民税の方向性を探究す
るものである。
　本論文において注目する点に関連して，筆
者（横山直子）は徴税制度，納税制度に関す
る研究について，横山直子（2007a），横山直
子（2007b）， 横山直子（2009）， 横山直子

（2011），横山直子（2016a）など，納税意識
の研究に関して，横山直子（2008a），横山直
子（2008b），横山直子（2016b），横山直子

（2017a），横山直子（2017b）など，地道に研
究を進めてきている。
　本論文の特徴は，納税意識，納税協力費，
そして徴税・納税方法に重点をおきながら，
近年の個人住民税所得割（以下「個人住民税」
という）⑷の特徴や個人住民税をめぐる論点を
明らかにし，個人住民税の今後の方向性を探
究しようとしている点である。個人住民税の
特徴を考察するにあたっては，国税と地方税
それぞれの特性の比較に力点をおく。本論文
では，納税意識，納税協力費に注目し，国税
と地方税の比較をおこないながら個人住民税
の方向性を探り，個人住民税特有の性質につ
いて国税と地方税の比較をおこないながら検
討を深め，個人住民税をめぐる論点について
着目し，今後の方向性を明らかにする。

　本論文は第一に，個人住民税をめぐる論点
に注目するとともに，個人住民税特有の性質
と意義について明らかにする。第二に，個人
住民税をめぐる問題について，徴税・納税方
法，納税意識，さらに徴税費，納税協力費の
観点から焦点をあてて深く探究する。そして
第三に，徴税方法をめぐる論点や納税をめぐ
る環境の進展に注目しながら，納税意識，徴
税・納税制度の効率性を重視する観点から徴
税方法について詳細に検討するとともに，住
民税の今後の方向性について一層明らかにす
る。

Ⅱ　個人住民税の特徴と意義

１　個人住民税の位置づけ

⑴　徴税・納税制度と納税意識の考察
　本論文では個人住民税の特徴と方向性につ
いて検討を深めていくにあたって，国税の所
得税と地方税の個人住民税との比較，納税意
識，納税協力費，そして徴税・納税制度に関
する観点に焦点をあてている。そこで，ここ
では個人住民税の特徴に関連する納税意識，
納税協力費，徴税・納税制度に関するこれま
での数多くの研究を概観し，本論文の分析に
とって有意義であるため参考にして個人住民
税の特徴と方向性について研究を深める。
　まず個人住民税の特徴に関連して徴税・納
税制度について，池上岳彦編著（2004）⑸で

⑶　本論文において，（徴税・納税制度の）効率性と
は，徴税費（納税協力費を含めて）が低いことを
示している。この点に関して，横山直子「地方財
政の改革と徴税システムの方向性」経済情報学論
集第23号43頁以下（2007a年），横山直子「地方財
政における効率性と納税意識」経済情報学論集第
26号37頁以下（2008a年）を参考。

⑷　本論文においては，個人住民税所得割（道府県
民税及び都民税の所得割と市町村民税及び特別区
民税の所得割）についてみており，本論文におい
て個人住民税所得割は以下，個人住民税。個人住
民税に関して石橋茂編著『令和元年版図解地方税』
９-140頁（大蔵財務協会，2019年）参照。
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は，国と地方の税務行政の協力についてなど
税務行政について考察されており，神野直
彦・金子勝編著（1998）⑹においては，地方所
得税の課税形態について検討され，望ましい
地方所得税のあり方について詳しく述べられ
ている。横山直子（2007a）⑺は地方財政改革
下における住民税の徴税システムの進むべき
方向性について検討をおこなっており，横山
直子（2007b）⑻では税移譲に注目し，徴税シ
ステムの問題など行政サービスの改革をめぐ
って重要になる視点について検討している。
また，横山直子（2009）⑼においては住民税に
関する徴税費，徴税コストを算出して分析を
おこない，横山直子（2011）⑽では，住民税に
関する納税協力費を算出し検討を深めており，
さらには横山直子（2016a）⑾にて所得税と住
民税に関する徴税制度，納税制度の方向性に

ついて考察をおこなっている。
　続いて，個人住民税の特徴に関連して納税
意識について，Schmölders,� G.�（1970）⑿にお
いて税負担に関してなどきわめて詳細に検討
がおこなわれている。 さらに， 丸山高満

（1972a）⒀，丸山高満（1972b）⒁，丸山高満
（1972c）⒂において租税意識についてきわめて
緻密な分析，検討がおこなわれている。また
横山直子（2008a）⒃は，納税意識と効率性を
高めるような徴税システムの方向性について
検討し，横山直子（2016b）⒄では納税意識と
納税協力費の根拠と位置づけに着目して研究
をおこなっており，横山直子（2017a）⒅にお
いては，納税意識を形作る要素，納税意識の
要因について考察し，納税意識について研究
を深めている。そしてタックスモラール（tax�
morale）については，Torgler,�B.�（2007）⒆に

⑸　池上岳彦編著「（中村芳昭）第８章税務行政」
『【自治体改革第７巻】地方税制改革』267-300頁
（ぎょうせい，2004年）参考。

⑹　神野直彦=金子勝編著「（金子勝）第３章どのよ
うな新地方税が必要か」『地方に税源を』135-194
頁（東洋経済新報社，1998年）参考。

⑺　横山直子「地方財政の改革と徴税システムの方
向性」経済情報学論集第23号43頁以下（2007a年）
参考。

⑻　横山直子「地方の行政サービスの改革をめぐる
視点と地方税のゆくえ」経済情報学論集第24号25
頁以下（2007b年）参考。

⑼　横山直子「所得税と住民税に関する徴税制度・
納税制度」経済情報学論集第28号35頁以下（2009
年）参考。

⑽　横山直子「住民税の前年・現年課税をめぐる問
題と納税協力費」経済情報学論集第32号９頁以下

（2011年）参考。
⑾　横山直子『徴税と納税制度の経済分析』152-168

頁（中央経済社，2016a年）参考。
⑿　Schmölders,�G.�（1970）,�Finanzpolitik,Dritte,neu 

überarbeitete Auflage,Springer-Verlag,� Berlin・

Heidelberg・New�York,�Kap.5,�§34参考。
⒀　丸山高満「租税意識とその形成についての一考

察⑷」自治研究第48巻第３号97頁以下（1972a年）
参考。

⒁　丸山高満「租税意識とその形成についての一考
察⑹」自治研究第48巻第５号93頁以下（1972b年）
参考。

⒂　丸山高満「租税意識とその形成についての一考
察⑺」自治研究第48巻第６号133頁以下（1972c年）
参考。

⒃　横山直子「地方財政における効率性と納税意識」
経済情報学論集第26号37頁以下（2008a年）参考。

⒄　横山直子「所得税と住民税に関する納税意識と
納税協力費の根拠」大阪産業大学経済論集第17巻
第２号１頁以下（2016b年）参考。

⒅　横山直子「わが国における納税意識の特徴と徴
税・納税制度の方向性　所得税・消費税・住民税
を中心に　」大阪産業大学経済論集第18巻第３号
79頁以下（2017a年）参考。

⒆　Torgler,� B.�（2007）,�Tax Compliance and Tax 
Morale; A Theoretical and Empirical Analysis,�
Edward�Elgar�Publishing�Limited,�pp.64-84参照。
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おいて詳細に検討がおこなわれている。これ
らを参考にしながら考察すると⒇，納税意識は
税を払うこととはどういうことか認識して理
解し，税をどのようにとらえているか自分で
認識することといえる。
　さらに納税意識に関連して納税協力費に注
目すると，Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.�
Hardwick�（1989）�において納税協力費につい
てきわめて詳細に研究がおこなわれており，
納税協力費に関して金銭的コスト�（money�
costs），時間的コスト（time�costs），心理的
コスト（psychic� or� psychological� costs）の
３つに分類され，金銭的コストは納税者が税
理士などに支払う報酬など，時間的コストは
納税者が申告書類作成のために要する時間な
ど，心理的コストは納税者が納税に関して心
配な気持ちをもつというコストなどと表され
ている�。

⑵　個人住民税に関する徴税・納税制度
　ここでまず，個人住民税に関する徴税の方
法についてみておく。
ⅰ　普通徴収�

　個人住民税における普通徴収に関しては，
納税者が３月15日までに提出した個人住民税
又は所得税の申告書を基に市区町村が税額を

計算し，その税額について納税通知書を交付
することによって納税者に通知するというも
のである（地方税法319条の２第１項）�。納
税者は６月，８月，10月，翌年の１月の納期
に納税する（地方税法320条）�。
ⅱ　特別徴収�

　給与所得者の場合についてみると，個人住
民税における特別徴収（地方税法321条の３第
１項）�については，給与支払者（特別徴収義
務者）から１月31日までに提出された給与支
払報告書を基に市区町村が税額を計算して５
月31日までに特別徴収義務者に特別徴収税額
を通知し（地方税法321条の４第１項， ２
項）�，そして給与支払者は６月から翌年の５
月まで毎月の給与の支払いの際，給与所得者

（納税者）から税額を徴収して，特別徴収した
税額を翌月の10日までに市区町村に納入する

（地方税法321条の５）�。
　個人住民税に関する徴税方法から，個人住
民税の方向性を明らかにするために注目した
いことは以下の三点である。第一に，徴税・
納税制度の視点からみた国税の所得税と地方
税の個人住民税の比較をめぐる点についてで
ある。所得税については申告納税制度と源泉
徴収制度があり�，個人住民税については（先
にみたように）普通徴収，特別徴収があると

⒇　これらの研究とともに，横山直子「地方税に関
する納税意識の特徴　地方税のあるべき方向性　」

（横山直子論文）（奈良県税制調査会著）（分担執
筆）（『まほろばからの地方税のありかた提言　奈
良県税制調査会の挑戦　』87頁以下（発行：奈良
県，発売所：清文社，2017b年）についても参考。

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�
（1989）, op.cit.・前掲注⑵chap.1,�pp.3-23を参考。

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�
（1989）,�op.cit.・.前掲注⑵chap.1,�pp.3-23参照。

�　普通徴収について，石橋・前掲注⑷130-131頁

参照。
�　地方税法第319の２第１項
�　地方税法第320条
�　特別徴収について，石橋・前掲注⑷132-135頁

参照。
�　地方税法第321条の３第１項
�　地方税法第321条の４第１項，２項
�　地方税法第321条の５
�　国税庁「所得税」，国税庁HP（https://www.nta.

go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shotoku.
htm）［最終確認日：2020年１月12日］）参照。
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いうことから生じる課題を分析するという視
点である。第二に，個人住民税の徴税・納税
制度によって納税者の納税意識にどのような
影響が及ぼされているのかという点である。
納税意識の視点についても国税の所得税と地
方税の個人住民税との関係が重要なキーワー
ドとなる。そして第三に，徴税・納税制度の
効率性の観点からみた課題についてである。
これは徴税費，納税協力費を低く抑えること
が重要であるという視点からのものである。
　これらの点について，以下のⅢ，Ⅳ章にお
いて深く掘り下げて検討をおこなうこととす
る。

２　個人住民税の特質と論点

　個人住民税をめぐる論点について，ここで
は本論文で注目している国と地方の徴税・納
税制度，納税意識，徴税・納税制度の効率性
の視点に特に焦点をあてて整理しておく。

⑴　個人住民税の課税
　個人住民税の課税に関して，石橋茂編著

（2019）において「所得割においては，課税手
続の便宜の見地から，退職所得に対する分離
課税に係るものを除き，前年の所得を基礎（課
税標準）として課税するいわゆる前年所得課
税主義が採られています�」とされている。
　なお，個人住民税に関して，税制調査会基
礎問題小委員会（2005）「個人所得課税に関す
る論点整理」（平成17年６月）において，「個

人住民税は，納税の事務負担に配慮して，前
年の所得を基礎として課税するいわゆる前年
所得課税の仕組みを採っているが，本来，所
得課税においては，所得発生時点と税負担時
点をできるだけ近付けることが望ましい。近
年の，IT化の進展，雇用形態の多様化等，社
会経済情勢の変化を踏まえ，納税者等の事務
負担に留意しつつ，現年課税の可能性につい
て検討すべきである。�」とされている。ま
た，「社会保障の安定財源の確保等を図る税制
の抜本的な改革を行うための消費税法の一部
を改正する等の法律」（平成24年）（第７条２
号ニ⑶）（2012）において「個人住民税の所得
割における所得の発生時期と課税年度の関係
の在り方については，番号制度の導入の際に，
納税義務者，特別徴収義務者及び地方公共団
体の事務負担を踏まえつつ，検討する。�」と
されている�。
　個人住民税に関する前年所得課税の問題
は，本論文で注目している国税の所得税と地
方税の個人住民税の比較，納税意識，そして
徴税・納税制度の効率性の視点と多いに関係
している。これらの点について深く掘り下げ
て検討するためには，地方税の個人住民税の
特質や意義，そして個人住民税をめぐって注
目すべき問題をみることが重要であるため，
以下の⑵とⅡ章の３，４，Ⅲ章，Ⅳ章で詳し
く触れることとする。

�　石橋・前掲注⑷20頁。
�　税制調査会基礎問題小委員会「個人所得課税に

関する論点整理」（平成17年６月）（2005年）13頁。
�　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正する
等の法律」（平成24年）第７条第２号ニ⑶（2012

年）。
�　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本

的な改革を行うための消費税法の一部を改正する
等の法律」（平成24年）第７条第２号ニ⑶（2012
年）参考。
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⑵　個人住民税の特質
　ここで個人住民税の特有の性質に関して，
特に，地方税の個人住民税と国税の所得税と
の比較，納税意識，徴税・納税制度の効率性
の観点に関連しているものに着目して概括す
る。
　第一に，（先にみた）前年所得課税という視
点である。所得税と個人住民税を比較して考
察することにあたって，個人住民税に関する
前年所得課税によって徴税費，納税協力費が

受ける影響の問題，また納税者が所得税と個
人住民税それぞれの納税意識を別々に明瞭に
とらえることができているのかという問題，
さらに徴税・納税制度の効率性の観点に着目
することが重要である。
　第二に，個人住民税に関する税率が比例税
率（一律税率）であるという点である。以下
の図表２－１は，個人住民税の標準税率につ
いて示したものである�。

図表２－１　個人住民税の税率（標準税率）

出所）総務省「地方税の税率一覧」
総務省HP（https://www.soumu.go.jp/main_content/000632861.pdf　［最終確認日：2020年１月９
日］）より作成。石橋茂編著『令和元年版図解地方税』55-56頁（大蔵財務協会，2019年），
総務省HP（https://www.soumu.go.jp　［最終確認日：2020年１月12日］），
財務省「毎年度の税制改正」（各年度）財務省HP（https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/
index.html�［最終確認日：2020年１月９日］）参考。

税（税目） 税率

道府県民税（個人）（所得割） 標準税率４％（分離課税が適用される所得にかかる特例あり）

市町村民税（個人）（所得割） 標準税率６％（分離課税が適用される所得に係る特例あり）

　税制調査会（2003）「平成16年度の税制改正
に関する答申」（平成15年12月）において「税
体系の中で個人住民税が応益性や自主性の要
請に最も合致している。今後，所得割の税率
のフラット化，均等割の充実といった改革を
進めていくことが重要である。一方，個人所
得課税に求められる所得再分配機能は，主と
して国の所得税が担うべきである。このよう
にして，両者の性格に応じた個人所得課税体

系における位置付けの明確化を図っていく必
要がある。�」とされている。
　個人住民税に関する税率が比例税率（一律
税率）であるということは，納税意識の視点
からみると効果が大きい。個人住民税の税率
が比例税率（一律税率）であることは，所得
税と個人住民税の納税者が，国の所得税とは
違う性質を有している地方の個人住民税が存
在しているということをより強く意識する要

�　図表２－１について，総務省「地方税の税率一
覧」

　総 務 省 HP（https://www.soumu.go.jp/main_
content/000632861.pdf［最終確認日：2020年１月
９日］）より作成。石橋・前掲注⑷55-56頁，

　総務省HP（https://www.soumu.go.jp［最終確認

日：2020年１月12日］），
　財務省「毎年度の税制改正」（各年度）財務省HP
（https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/
index.html［最終確認日：2020年１月９日］）参考。

�　税制調査会「平成16年度の税制改正に関する答
申」（平成15年12月）11頁。
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因，また誘因の一つになる。このことは，納
税者，税負担者にとって所得税と個人住民税
の納税意識が混ざり合ってとらえられてしま
い，それぞれの税に関する納税意識を明瞭な
形ではとらえにくくなるという問題を生じな
いようにすることができるという効果がある
ともいえる。
　このような点に関連して所得税と比較して
検討するために，ここで所得税との関係に関
して，所得税に関する税率の推移についてみ
ておきたい。図表２－２は，平成16年度（2004
年度）から平成18年度（2006年度）における
改正，個人住民税と所得税との関係に関する
推移，所得税に関する税制の推移を示したも
のである�。
　佐藤主光（2011）は，地方所得課税に関し
て「累進課税に比べて幅広く負担を求めてい
るという点で，受益が地域住民に幅広く行き
渡る公共サービスにかかわる課税の応益性が

高まったといえる。
　また，公共財・サービスが所得の高い住民
ほどニーズの高い「正常財」であれば，所得
に応じた課税の応益性は一層増すことにな
る�」とされている。
　さらに第三に，受益と負担の関係という観
点である。個人住民税については，所得税に
比べても納税意識の視点からみたものなど受
益と負担をめぐる論点が多い�。この点につい
て後に触れることとする。

�　図表２－２について，財務省「毎年度の税制改
正」（各年度）財務省HP（https://www.mof.go.jp/
tax_policy/tax_reform/index.html［最終確認日：
2020年１月９日］）より作成。金子宏『租税法〔第
23版〕』（弘文堂，2019年）62-77頁参考。

�　佐藤主光『地方税改革の経済学』（日本経済新聞
出版社，2011年）166頁。

図表２－２　所得税に関する税制の推移（平成16年度から平成18年度）

出所）財務省「毎年度の税制改正」（各年度）財務省HP（https://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/
index.html［最終確認日：2020年１月９日］）より作成。金子宏『租税法〔第23版〕』（弘文堂，2019年）
62-77頁参考。

年度 個人住民税と所得税との関係と所得税に関する推移

平成16年度
2004年度

［地方分権の推進］
□�国と地方のいわゆる三位一体改革の一環として，平成18年度までに所得税から個人住民

税への本格的な税源移譲実施。それまでの間の暫定措置として，平成16年度において所
得譲与税（仮称）を創設し，所得税の税収の一部を地方へ譲与。

平成17年度
2005年度

□�定率減税の額について引き下げ（所得税額の20％相当額→所得税額の10％相当額へ）（平
成18年分以後の所得税について適用）

［地方分権の推進］
□�三位一体改革の一環として，平成18年度税制改正において，所得税から個人住民税への

本格的な税源移譲実施。

平成18年度
2006年度

□�税率構造，10％から37％までの４段階の区分から，５％から40％までの６段階の区分へ
（平成19年分以後の所得税について適用）

□定率減税は，平成18年分をもって廃止。
□所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を実施。
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３�　所得税（国税）と個人住民税（地方税）
の比較の観点

　これらを参考に考察すると，地方税の個人
住民税は国税の所得税と比較して徴税方法の
観点や税率など特有の性質を有しており，そ
のことの意義と個人住民税を負担するという
ことの意義を探究することがより重要になる
といえる。より深く掘り下げて言えば，国税
のもつ特徴と比較するという観点から地方税
は固有の特徴や役割を有しているという点に
注目することがきわめて重要である�。しかし
そのような中で，納税者，税負担者にとって
は，国税の所得税の地方税の個人住民税に対
する意識をそれぞれ固有のものとしてとらえ
ているとはいえない場合があるという点に留
意する必要がある。個人住民税は明瞭な固有
の性質を有しており，個人住民税が存在して
いる意義をそれぞれの納税者，税負担者が十
分に理解しているということがきわめて重要
である税といえるにも関わらず，納税者，税
負担者にとって固有の納税意識をとらえにく
い要因があるということは問題である。

４　個人住民税特有の性質と意義

⑴　個人住民税の意義
　地方税の根拠についてみておくと，橋本徹

（1995）は，地方税はなぜ必要かについて「地
方団体の財政需要を自主的・自律的に賄うた
めに，地方税が必要である�」としている。
　また橋本徹（1995）は，住民自治と団体自
治について「住民自治と団体自治は不即不離
の関係にあり，表裏一体である。というのは
住民選好を反映して，公共財・サービスの量
質が与えられたとき，それを賄うために住民
から地方税を賦課徴収し，財政支出を行うの
が地方団体である�」とされる�。
　納税意識の観点からみると，個人住民税に
関して，徴税・納税制度が所得税と違ってい
ることが一つの要因となり，納税者，税負担
者は，所得税のほかに個人住民税も負担して
いるということを意識することになる。給与
所得者であっても給与明細を見たときに個人
住民税に関することを目にすることができ，
意識・気づきにつながるという効果をもたら
す。納税者，税負担者の心理の観点も含めて
検討することにより，一層本質をとらえるこ
とができる。

�　住民税の問題点については，林健久編『地方財
政読本（第５版）』（東洋経済新報社，2003年）129-
134頁についても参考。また，地方税の拡充や所得
税と個人住民税などについて池上岳彦『分権化と
地方財政』（岩波書店，2004年）101-138頁参照。

�　神戸正雄『財政学⁄日本租税論』（日本評論社，
1928年）122-123頁参照。この点に関連して池上・
前掲注�102-125頁参考。さらに地方税の特徴に
ついて，荻田保『地方財政制度』（学陽書房，1951
年）88-90頁，98-100頁，矢野浩一郎『地方税財政
制度』（第８次改訂版）（学陽書房，2007年）63-69
頁，地方財務協会編『地方税制の現状とその運営

の実態』（地方財務協会，2008年）１-６頁参考。
�　橋本徹編著「（橋本徹）第１章地方税の理論と課

題」１-26頁『（木下和夫・金子宏監修）21世紀を
支える税制の論理第７巻地方税の理論と課題』（税
務経理協会，1995年）２頁。

�　橋本・前掲注�４頁。
�　この点に関連して地方公共団体について，地方

自治法は，「地方公共団体は，その事務を処理する
に当つては，住民の福祉の増進に努めるとともに，
最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなけれ
ばならない」（地方自治法第２条第14項）としてい
る。



住民税の特徴をめぐる問題と方向性

税法学583　275

　また，個人住民税は，納税者，税負担者に
とって，地方税の個人住民税はなぜ存在して
いるのか，制度はどうなのかなどを考えるき
っかけとなり意識を喚起するきっかけになる
ものといえる�。

⑵　個人住民税の視点について注目すべき点
　受益と税負担の関係の観点から注目すべき
点についてみておく。
　佐藤主光（2011）は「個人住民税は普通税
であって，税収の使途は特定の公共サービス
に限られない。介護・医療，あるいは社会福
祉サービスなど受益者が限定されるような分
野の比率が高くなるほど，個人住民税は「再
分配的」となる。�」としている。
　特に個人住民税に関しては固有の納税意識
をとらえにくい一方で，税負担の意義に注目
することがより重要であるからこそ，徴税方
法や納税意識，また効率性の観点から個人住
民税の方向性を検討することの意義が大きく
なる。個人住民税が特有の性質を有している
ことからみると，税を理解することが難しい
場合や，税負担を感じにくいといったことを
生みだす要因があるとすれば納税意識や効率
性の観点からみて問題となる。

Ⅲ�　個人住民税をめぐる問題　所得税（国
税）との比較　

１　徴税方法の影響の観点

　個人住民税をめぐる問題について国税の所
得税と地方税の個人住民税との比較，納税意
識，徴税・納税制度の効率性の観点からみる
と，徴税・納税方法に関して個人住民税の前
年所得課税が重要な視点の一つとなる。
　根岸欣司（2006）は「所得税は現年度課税

ですが，住民税は前年度課税制度をとってい
ます。現行制度は今年度で受けている便益の
コストは前年の所得をもとにして課税されて
います。住民が移動した場合，今年度居住す
る地方団体で課税された税は，前年度の別な
地方団体で稼得した所得をもとに課税される
ことから，便益と負担は矛盾するのです。�」
とされている。
　一方，現年課税に関する問題について，小
西砂千夫（2007）は「住民税について現年課
税をすることは，給与所得について所得税と
同時に源泉徴収を行い，事業所得については
予定納税を行うことで達成されるが，その場
合に，自治体によって個人住民税率が異なる
場合に，特別徴収を行う事業所等の事務手続
が複雑になることが難点となる。�」と述べて
いる。
　丸山高満（1972c）は「前年所得課税が課税
技術上採用されている便宜的なものであり，
租税哲学から設けられているものではないの
であるとすれば，納税者とのコミュニケーシ
ョンについては，特別の工夫が要請されるも
のであろう。�」とされている。
　前年所得課税に関しては問題がみられる一
方でメリットもあり，また現年課税化を検討
するにあたってもメリットと課題がみられる。
前年所得課税，現年課税両者の意義とメリッ
ト，問題点について分類してみた上で，方向

�　この点に関して，小西砂千夫『地方財政改革の
政治経済学　相互扶助の精神を生かした制度設
計　』（有斐閣，2007年）181-182頁参照。

�　佐藤・前掲注�166頁。
�　根岸欣司『現代の租税』（白桃書房，2006年）365

頁。
�　小西・前掲注�181頁。
�　丸山・前掲注⒂135頁。
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性を探ることが重要であり，以下のⅣ章で詳
しく検討をおこなうこととする。
　また，前年所得課税，現年課税の問題を検
討するにあたって重要な視点は，徴税方法の
方向性についてである。国税の所得税と地方
税の個人住民税の徴税方法の方向性について
いくつかの方法が考えられる�。納税意識や納
税協力費，徴税・納税制度の効率性の観点か
らみて，徴税方法によって，それぞれの意義
やメリットがあるといえる。以下のⅣ章で，
納税協力費や納税意識，徴税・納税制度の効
率性の観点も考え合わせた徴税方法の方向性
について検討を深めることとする。

２　納税意識の観点の重要性

　税負担に関して，Schmölders,G.（1970）�に
おいて，心理的側面との関係など，きわめて
詳細に検討がおこなわれており，税負担につ
いて，「『客観的な（objektiven）』税負担は，

『主観的な（subjektive）』税負担あるいは『負
担感（Belastungsgefühl）』と区別されてい
る�」とされる。
　丸山高満（1972a）は租税意識について，

「幼児期から徐々に蓄積されてきた租税意識
は，一般的に，断片的な租税に関する知識と
若干の間接的な租税経験とそれを含む公民と
しての良き意志によって構成されているであ
ろう。その礎材は脆弱であり，構成は軟弱で
ある。しかし，そのうちには，強固で壮大な
租税意識を再構築しうる潜在力を秘めている
のである。�」としている。また，丸山高満

（1972b）は「公共支出の資金は結局は誰かに
よって調達されなければならないとする認識
は，市民の納税者としての良き意志に支えら
れ，納税義務に真剣であれとする租税倫理を
構築する。しかし，この租税倫理はもっぱら
市民の理性によって認識されるものであって，
感情的には容易に体得されないものであ
る。�」とされている。
　これらを参考にしながら，本論文では納税
意識について特に個人住民税に着目して，み
ることとする�。図表３－１は個人住民税に関
する納税意識の留意点と要素についてみたも
のである�。国税の所得税と地方税の個人住民
税がそれぞれの性質をもって存在している中
で，個人住民税の納税者，税負担者の意識は

�　徴収一元化に関して，神野直彦=金子勝編著（金
子勝第３章）・前掲注⑹161-172頁，池上岳彦編著

（中村芳昭第８章）・前掲注⑸287-289頁，碓井光
明『要説地方税のしくみと法』（学陽書房，2001
年）44頁参照。また，神野直彦「分権時代の税源
配分」地方税10月号第48巻第10号４頁以下（1997
年）５-８頁参照。さらに，横山（2007a）・前掲
注⑶43頁以下，横山（2007b）・前掲注⑻25頁以
下， 横山（2009）・ 前掲注⑼35頁以下， 横山

（2011）・前掲注⑽９頁以下，横山（2008a）・前掲
注⑶37頁以下参照。

�　Schmölders,�G.�（1970）,�a.a.O.・前掲注⑿Kap.5,�
§34を参考。

�　Schmölders,�G.�（1970）,�a.a.O.・前掲注⑿S.326.
�　丸山・前掲注⒀97頁。

�　丸山・前掲注⒁93頁。
�　納税意識の観点についてはこれらの研究ととも

に，Torgler,�B.�（2007）,� op.cit.・�前掲注⒆pp.64-
84，山本栄一『都市の財政負担』（有斐閣，1989
年）178-210頁，林宏昭『これからの地方税システ
ム 』（ 中 央 経 済 社，2001 年 ）25-68 頁， 横 山

（2016b）・前掲注⒄１頁以下，横山（2017a）・前
掲注⒅79頁以下についても参考。

�　�図表３－１は，Schmölders,�G.�（1970）,�a.a.O.・
前掲注⑿Kap.5,�§34,�丸山・前掲注⒀97頁以下，
丸山・前掲注⒁93頁以下，丸山・前掲注⒂133頁
以下，横山（2016b）・前掲注⒄１頁以下，横山

（2017a）・前掲注⒅79頁以下を参考にして作成し
ている。
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所得税の納税意識から影響を受けることにな
る。特に給与所得者に関する個人住民税につ
いては，固有の納税意識の明瞭な内容をとら
えにくいという点で，より大きな問題を抱え
ている。個人住民税固有の納税意識をとらえ
るにあたっても心理の側面の役割が大きくな
る。普通徴収の住民税の納税者の場合，税額
を知らされる際に税に気づき，また，特別徴
収の住民税の納税者の場合，給与明細を見る
際に気づきが生じ，納税意識が喚起されると
いえる。留意すべき点は，明瞭に存在するこ
とになるといえる各納税者の納税意識につい
て，その根もと・根っこは何か，また形作る
過程はどうかといったことには精密な洞察が
必要となる。納税意識を形作る要素としては
それぞれの納税者が税についてどのくらい学
んできているか，仕事の事情などで日常的に
税との関係が深いかどうかなど，税をめぐる
事柄との関係の度合があるといえる。
　なお，給与所得者に関する個人住民税につ

いては，特別徴収義務者の意識についても視
野に含めて検討することが重要である。特別
徴収義務者は税に関する専門的知識を多く持
っているため，税をよく理解した上でのより
明瞭な形での意識を有しているといえる。特
別徴収義務者の意識については，給与所得者

（個人住民税負担者，納税者）についての税に
関する事務等から生じる意識であるため，個
人住民税負担者，納税者自身の意識と比べて
性質が少し違うということに留意する必要が
あるが，明瞭な形での意識であるといえるの
であり，注目することが重要である。
　さて，より視野を広げてみると，納税意識
の要因に関連して，例えば，近年注目を集め
ているふるさと納税�は，税に関してより詳し

図表３－１　個人住民税に関する納税意識の要素と留意点

出所）Schmölders,� G.�（1970）,� Finanzpolitik,Dritte,neu überarbeitete Auflage,Springer-Verlag,� Berlin・
Heidelberg・New�York,�Kap.5�§34,�丸山高満「租税意識とその形成についての一考察⑷」自治研究第48
巻第３号97頁以下（1972a年），丸山高満「租税意識とその形成についての一考察⑹」自治研究第48巻第５
号93頁以下（1972b年），丸山高満「租税意識とその形成についての一考察⑺」自治研究第48巻第６号133
頁以下（1972c年），横山直子「所得税と住民税に関する納税意識と納税協力費の根拠」大阪産業大学経済
論集第17巻第２号１頁以下（2016b），横山直子「わが国における納税意識の特徴と徴税・納税制度の方向
性　所得税・消費税・住民税を中心に　」大阪産業大学経済論集第18巻第３号79頁以下（2017a年）を参
考にして作成。

要素
○税に対する前向き（あるいは後ろ向き）な気持ち
□税についてどのくらい学んできているか
□税をめぐる事柄との関係の度合

喚起するもの
□普通徴収の場合→税額を知らされる際に税に気づく
□特別徴収の場合→給与明細を見る際に気づきが生じる

留意点
◇個人住民税固有の意識の明瞭な内容をとらえにくい
◇所得税に関する納税意識に影響を受ける面がある
◇構成要素が大小する可能性がある

�　ふるさと納税について，総務省「ふるさと納
税」，総務省HP（https://www.soumu.go.jp/main_
sosiki/j ichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/
furusato/about/［最終確認日：2020年３月９日］）
参照。
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く知っておくようにしようとするなどのよい
影響をもたらし，意識・気づきにつながり，
納税意識にとってはプラスの効果があるとい
える。

３　徴税費・納税協力費の観点

　納税協力費に関しては，Sandford,� C.,� M.�
Godwin�and�P.�Hardwick（1989）において，
金銭的コスト�（money�costs），時間的コスト

（time� costs）， 心理的コスト（psychic� or�
psychological�costs）の３つに分類され，詳し
く説明されている�。 先に触れたように，
Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�

（1989）において，金銭的コストは税理士など
に支払う報酬など，時間的コストについては
申告書類作成等のための時間など，心理的コ
ストは納税に関して心配な気持ちをもつこと
に関するコストなどを表している�。
　なお，住民税に関する納税協力費の大きさ
に関して筆者（横山直子）も研究をおこなっ
てきており，例えば，横山直子（2009）�や横
山直子（2011）�において住民税の納税協力費
について算出をおこなっている。
　また，Sandford,�C.（2000）において，徴税
費と納税協力費の関係について，重要な関心

は，広義の徴税費（operating�costs）であり，
総コストは，税システムが機能するために必
要なもので，他の政策的な問題を所与とする
と，（税収の必要性，税の効果を所与として）
行政担当者はこのコストの最小化を実現する
必要があるとしている�。そして，Sandford,�
C.（2000）では，極端なケースを考えて，広
義の徴税費（operating� cost）を一定とする
と，徴税費の方がより大きく，納税協力費が
より小さいという形の方が逆のケースよりも
望ましいとしている�。 また，Sandford,�
C.（2000）にて，納税協力費は，よりあての
ない分配であり，しばしば逆進的になり，納
税協力費は徴税費よりも大きな憤りをうむか
もしれず，納税協力費はさらに心理的コスト
を生じさせる（ストレス，心配のコストなど
である）としている�。
　これらを参考にすると，徴税費，納税協力
費を小さくするということを検討するにあた
って，納税協力費を低く抑えるということが
より重要になってくるといえる。そこで個人
住民税に関する納税協力費の内容（要素）に
ついて考察する。図表３－２は，個人住民税
に関する納税協力費の構成要素について整理
したものである�。個人住民税について普通徴

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�
（1989）,�op.cit.・前掲注⑵chap.1,�pp.3-23参照。

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�
（1989）,�op.cit.・前掲注⑵chap.1,�pp.3-23参照。

�　横山（2009）・前掲注⑼35頁以下参考。
�　横山（2011）・前掲注⑽９頁以下参考。
�　Sandford,�C.�（2000）,�op.cit.・前掲注⑵p.130参照。
�　Sandford,�C.�（2000）,�op.cit.・前掲注⑵p.130参照。
�　Sandford,�C.�（2000）,�op.cit.・前掲注⑵p.130参照。
�　図表３－２は，Sandford,�C.,�M.�Godwin�and�P.�

Hardwick�（ 1989 ）,� op.cit.・ 前 掲 注⑵chap.1,�
pp.10-12における納税協力費の分類を参照にし，

日本の個人住民税の場合を検討して作成している。
Sandford,�C.,�M.�Godwin�and�P.�Hardwick�（1989）,�
op.cit.・前掲注⑵p.11において個人の納税者と企
業のそれぞれの納税協力費が分類されているので
参考。また，横山直子「納税協力費と納税意識」
経済学論究第62巻第１号（関西学院大学経済学部
研究会発行）19頁以下（2008b年）21-26頁（25頁
の表も参照），横山直子「所得税に関する納税協力
費の特徴」経済情報学論集第29号31頁以下（2010
年）35頁，横山（2011）・前掲注⑽11-12頁におい
ても納税協力費の分類についてみているので参考。
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収に関する納税協力費の金銭的コストは税を
支払うための場所に行くのに交通機関を利用
する場合の交通費など，時間的コストは納税
するための場所に行くのに要する時間などの
コスト，また心理的コストは（特に税に関す
る知識が少ない場合に）税に対して抱く心配
な気持ちに関するコストがあるといえる�。一
方，特別徴収についての納税協力費の金銭的
コストは，企業において税に関する事務を担
当する者にかかるコストなど，時間的コスト
は税の事務の担当者が税に関する事務をおこ
なうのに要する時間のコストなど，そして心
理的コストに関しては，税に関する事務の担
当者が感じる心配な気持ちに関するコストな
ど，また納税者，税負担者が（特に税に関す
る知識が少ない場合に）感じる心配な気持ち

に関するコストなどがあるといえる�。
　個人住民税の納税協力費の特質に関しては，
金銭的コストについて税理士等に払う報酬な
どは比較的少ない，時間的コストについて特
別徴収に関する納税者，税負担者の時間的コ
ストはきわめて小さい，心理的コストについ
て特別徴収に関する納税者，税負担者の中に
は，心理的コストが非常に小さくなる者や大

図表３－２　個人住民税の納税協力費の構成要素と特質

出所）Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�（1989）,� Administrative and Compliance Costs of 
Taxation,�Fiscal�Publications,�Bath,�chap.1,�pp.10-12における納税協力費の分類を参照にし，日本の個人住
民税の場合を検討して作成。Sandford,�C.,�M.�Godwin�and�P.�Hardwick�（1989）,�op.cit.,�p.11において個人
の納税者と企業のそれぞれの納税協力費が分類されているので参考。また，横山直子「納税協力費と納税
意識」経済学論究第62巻第１号（関西学院大学経済学部研究会発行）（2008b年）21-26頁（25頁の表も参
照），横山直子「所得税に関する納税協力費の特徴」経済情報学論集第29号（2010年）35頁，横山直子「住
民税の前年・現年課税をめぐる問題と納税協力費」経済情報学論集第32号（2011年）11-12頁においても
納税協力費の分類についてみているので参考。

納税
協力費

普通徴収 特別徴収 特質

金銭的
コスト

納税をおこなうための
場所に向かうのにかか
る交通費など

税に関する事務を担当する者にか
かるコストなど

税理士等への報酬などは少ない

時間的
コスト

納税をおこなうための
場所に向かうのにかか
る時間など

税に関する事務の担当者が，税に
関する事務をおこなうのにかかる
時間など

特別徴収に関しては納税者，税負
担者について，時間的コストはき
わめて小さい

心理的
コスト

税に関する知識が少な
いことから生じる心配
な気持ちなど

税に関する事務を担当する者が感
じる心配な気持ちなど，また，納
税者，税負担者について，税に関
する知識が少ないことから生じる
心配な気持ちなど

特別徴収に関する納税者，税負担
者の中には，心理的コストが非常
に小さく（または大きく）なる者
がいる場合がある

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick
（1989）,� op.cit.・前掲注⑵chap.1,� pp.10-12，横山
（2008b）・前掲注�21-26頁，横山（2010）・前掲
注�35頁，横山（2011）・前掲注⑽11-12頁参考。

�　Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick
（1989）,� op.cit.・前掲注⑵chap.1,� pp.10-12，横山
（2008b）・前掲注�21-26頁，横山（2010年）・前
掲注�35頁，横山（2011）・前掲注⑽11-12頁参
考。
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きくなる者がいる場合があるなど，固有の性
質を有しているといえる。

Ⅳ　個人住民税の方向性

１　徴税・納税方法

　国税の所得税と地方税の個人住民税の比
較，納税意識，そして徴税・納税制度の効率
性，徴税費，納税協力費を低く抑えるという
視点から，徴税方法の方向性について検討す
る。普通徴収，特別徴収で前年所得課税とい
う現行のままの個人住民税の徴税・納税方法
の場合と，もう一つは国税の所得税と地方税
の個人住民税の徴税一元化�を想定して現年
課税を検討する場合，それぞれの意義とメリ
ットそして課題を考察してみる。ここでは徴
税・納税制度の効率性に力点をおいた極端な
ケースの場合を考察し，徴税一元化に関して
現年課税を想定する。普通徴収については，
納税者が個人住民税と所得税の申告書を提出
し，申告書が各市町村に送付され，納税者は
市町村に納税をおこなうという方法を想定し，
一方，給与所得に関する特別徴収については，

雇用主（給与支払者）が個人住民税と所得税
の税を従業員（給与所得者）から徴収し，納
付書を税務署に提出し，また納付書が市町村
に送付され，納税者（給与所得者）が市町村
に納税をおこなうという方法を想定する�。普
通徴収，特別徴収いずれについても地方（市
町村）の徴税担当職員に関するコストを劇的
に抑えることができる�。しかし，現年課税化
には雇用主に関する納税協力費の上昇要因が
ついてくる�。
　現行の徴税・納税方法と，現年所得課税で
徴税一元化を想定する場合それぞれのメリッ
トと課題について分類してみたものが図表４
－１である�。現行の方法のメリットは，市町
村が税額の計算をおこなうため地方の税は地
方で責任をもって徴税が担当されるという
点�，（特に普通徴収の場合）納付書が住んで
いる市町村から送付されてくることなどによ
り，個人住民税は市町村の税であるという納
税者の意識があらためて呼び起こされる点な
どが考えられる。また課題としては，地方（市
町村）の徴税担当者に関するコストがあるた
め徴税費が多くかかっているということや，

�　徴収一元化に関して，神野=金子編著（金子勝
第３章）・前掲注⑹161-172頁，池上編著（中村芳
昭第８章）・前掲注⑸287-289頁，碓井・前掲注�
44頁参照。また，神野・前掲注�・５-８頁参照。
さらに，横山（2007a）・前掲注⑶43頁以下，横山

（2007b）・前掲注⑻25頁以下，横山（2009）・前掲
注⑼35頁以下，横山（2011）・前掲注⑽９頁以下，
横山（2008a）・前掲注⑶37頁以下参照。

�　横 山（ 2007a）・ 前 掲 注⑶43 頁 以 下， 横 山
（2007b）・前掲注⑻25頁以下，横山（2009）・前掲
注⑼35頁以下，横山（2011）・前掲注⑽９頁以下，
横山（2008a）・前掲注⑶37頁以下参照。

�　横山（2009）・前掲注⑼35頁以下，横山（2011）・
前掲注⑽９頁以下参照。

�　この点について，神野直彦編著「（株丹達也）第

３章三位一体改革の到達点第２節地方税の改革」
『三位一体改革と地方税財政　到達点と今後の課
題　』85-149頁（学陽書房，2006年）121-122頁参
照。

�　図表４－１は，池上編著（中村芳昭第８章）前
掲注⑸286-289頁，神野=金子編著（金子勝第３
章）前掲注⑹161-172頁，神野編著（株丹達也第
３章第２節）・前掲注�121-122頁，小西・前掲注
�181-182頁，横山（2007a）・前掲注⑺43頁以下，
横 山（ 2007b）・ 前 掲 注⑻25 頁 以 下， 横 山

（2008a）・前掲注⑶37頁以下，横山（2009）・前掲
注⑼35頁以下，横山（2011）・前掲注⑽９頁以下
を参考にしながら作成している。

�　この点に関して，神野=金子編著（金子勝第３
章）・前掲注⑹161-172頁参照。
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前年所得課税となっていることで納税意識の
中にあいまいな理解が生じる可能性を含んで
いる点があるといえる。しかしこの点に関し
て，現行の徴税・納税方法の中で前年所得課
税であるということが，納税者にとっては国
税の所得税とは別に地方税の個人住民税があ
るのだという明確な形の意識を喚起させると
いうプラスの側面があるととらえることがで
きるともいえよう。
　一方，現年所得課税で徴税一元化を想定す
る場合のメリットは，前述のように，地方（市
町村）の徴税担当職員に関するコストを飛躍
的に抑えることができるということとともに，

給与所得の場合に雇用主が負担することが考
えられるコスト増分を考慮することが重要で
あるが�，徴税・納税方法のわかりやすさから
納税者の意識の中で満足感を得る面があると
いう点が考えられる。徴税一元化の課題とし
ては，効率性を重要視する観点といえども，
地方の税である個人住民税であるにも関わら
ず，税額を計算するなど，徴税に関する事務
を地方が大きな比重として実施しないことに
なるという形の徴税一元化のケースを想定す

図表４－１　徴税の方法に関するメリットと課題

出所）池上岳彦編著「（中村芳昭）第８章税務行政」『【自治体改革第７巻】地方税制改革』（ぎょうせい，
2004年）286-289頁，神野直彦=金子勝編著「（金子勝）第３章どのような新地方税が必要か」『地方に税
源を』（東洋経済新報社，1998年）161-172頁，神野直彦編著「（株丹達也）第３章三位一体改革の到達点
第２節地方税の改革」『三位一体改革と地方税財政　到達点と今後の課題　』（学陽書房，2006年）121-
122頁，小西砂千夫『地方財政改革の政治経済学　相互扶助の精神を生かした制度設計　』（有斐閣，2007
年）181-182頁，横山直子「地方財政の改革と徴税システムの方向性」経済情報学論集第23号43頁以下

（2007a年），横山直子「地方の行政サービスの改革をめぐる視点と地方税のゆくえ」経済情報学論集第24
号25頁以下（2007b年），横山直子「地方財政における効率性と納税意識」経済情報学論集第26号37頁以
下（2008a年），横山直子「所得税と住民税に関する徴税制度・納税制度」経済情報学論集第28号35頁以下

（2009年），横山直子「住民税の前年・現年課税をめぐる問題と納税協力費」経済情報学論集第32号９頁以
下（2011年）を参考にしながら作成。

現行の徴税・納税方法 徴税一元化・現年課税

メリット

○�市町村が税額の計算をおこなうため，地方の
税は地方で責任をもって徴税が担当される。

○�納付書が住んでいる市町村から送付されてく
ることなどにより，納税者に関して個人住民
税は市町村の税（地方税）であるという意識
があらためて呼び起こされる。

○�納税者にとって，国税の所得税とは別に地方
の個人住民税があるのだという明確な形の意
識を喚起させる。

○�地方（市町村）の徴税担当職員に関する
コストを劇的に抑えることができる。

○�徴税・納税方法のわかりやすさから納税
者の意識の中で満足感を得る面があると
いうことができる（ただし，特別徴収の
場合に雇用主が負担することが考えられ
るコスト増分は考慮することが重要）。

課題

□�地方（市町村）の徴税担当者に関するコスト
があり徴税費が多くかかる。

□�前年所得課税となっていることで納税意識に
あいまいな理解が生じる可能性を含んでいる。

□�税額を計算するなど，徴税に関する事務
を地方が大きな比重として実施しないこ
とになる。

�　この点に関して神野編著（株丹達也第３章第２
節）・前掲注�121-122頁参照。
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る場合には課題があるといえる�。
　前年所得課税，現年所得課税で徴税一元化
のどちらがよいといえるのかを判断する際に，
本論文では納税意識，納税協力費，そして徴
税・納税制度の効率性がキーワードとなって
いる。徴税費，納税協力費を低く抑える，ま
た効率性の観点からは現年所得課税で徴税一
元化の方がよりよいのだと，ただちにいえる
のかどうか見極めるためには，いくつもの課
題があることに留意する必要がある。徴税一
元化を検討するとき，例えば地方が徴税とい
う事務をおこなわないという場合，どのよう
に考えるかという視点�，また源泉徴収義務者

（特別徴収義務者）の（事務）負担の大きさの
問題がある�。特に，源泉徴収義務者（特別徴
収義務者）の負担（納税協力費）の問題はき
わめて重要であり，現年所得課税で徴税一元
化の方向性を検討するに際して，源泉徴収義
務者（特別徴収義務者）の負担（納税協力費）
が大きくならないように十分に考慮に入れる
ことが重要である。現年所得課税で徴税一元
化が方向性としてよりよいのだと，ただちに
いうためには，源泉徴収義務者（特別徴収義
務者）の負担（納税協力費）の問題が大きな
鍵となる。現年所得課税で徴税一元化を検討
するにあたっては，国の所得税とは別に地方
の個人住民税があるという明確な形でのそれ
ぞれの納税意識を喚起させるようにし，また，
源泉徴収義務者（特別徴収義務者）の負担（納
税協力費）を低く抑えるような方向で検討す
ることが重要である。

２�　納税環境の進展と納税意識，効率性を重
視する観点からみた方向性

　ここでは，納税をめぐる環境の進展という
視点から若干の検討を加える。納税の電子化

がますます進むことにより，納税意識が低下
することにつながる要因の一つが生じる可能
性があるということが考えられる。納税の電
子化によって税そのものを感じにくくなるこ
とにつながるとすればよいとはいえない。こ
れは納税意識が小さくなり，また，税のこと
がわかりにくくなることにつながった場合に
納税協力費の増大に結びついてしまう恐れが
あるからである。
　納税の電子化の進展によって，税負担者，
納税者が税を数字というもののみで感じとっ
た上で認識してしまい，税から受ける気持ち
や感情，感覚の鋭さが小さくなってしまう要
因につながるといったことがないように検討
することが重要である。納税の電子化の進展
は，徴税費，納税協力費の低下の観点を含め
てプラスの側面が多いので，さらなる大きな
効果のためにも，方向性を検討するにあたっ
て徴税費，納税協力費の観点と合わせて，税
から受ける気持ち，感情，感覚や納税意識の
観点を視野に入れて検討をおこなうことが重
要になってくるといえる。
　重要なことは納税の電子化�に関してはメリ
ットが大きいという点である。納税に関する
コストの側面も含めて考えると，納税に関し
てすべきこと（計算，手続など）について，
納税の電子化により時間を節約することがで
き，時間が多くかかることから生じると考え

�　この点について，神野=金子編著（金子勝第３
章）・前掲注⑹161-172頁参照。

�　この点について，神野直彦編著「（牧慎太郎）第
６章地方税の自主管理」『（分権型社会を創る⑤）
分権型税財政制度を創る　使え ‼　自主財源』
277-325頁（ぎょうせい，2000a年）317-320頁参
照。

�　この点に関して神野編著（株丹達也第３章第２
節）・前掲注�121-122頁参照。
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られるマイナスの感情・気持ちからの解放も
得られ，短縮できた時間分のコストの効果は
かなり大きいといえる。先に触れたように，
徴税費を低く抑えること以上に納税協力費を
抑えることの意義はきわめて大きいのである�。
　図表４－２は，個人住民税の方向性につい
て，納税意識と効率性，納税協力費を重視す

る観点からみたものである�。図表４－２にお
いて，濃い太い線で囲まれているものはプラ
スの（よい）効果を示している。納税の電子
化が進むことによって，さらに納税意識が高
くなる場合，納税意識の観点からみたプラス
の効果が大きく，また一方，納税協力費につ
いては時間の節約などコスト低下の効果が大

�　この点について e-Tax については， 国税庁
「e-Tax」， 国税庁 HP（https://www.e-tax.nta.
go.jp/［最終確認日：2020年１月13日］）参照，
eLTAXについては，総務省「eLTAXの概要」，
総 務 省 HP（https://www.soumu.go.jp/main_
sosiki/jichi_zeisei/eLTAX.html［最終確認日：
2020年１月13日］）参照。

�　この点に関して，�Sandford,�C.�（2000）,�op.cit.・
前掲注⑵p.130参照。

�　図表４－２は，Sandford,�C.,�M.�Godwin�and�P.�
Hardwick�（1989）,�op.cit.・前掲注⑵chap.1,�pp.3-
23,� Sandford,� C.（2000）,� op.cit.・前掲注⑵p.130,�
Schmölders,� G.�（1970）, a.a.O.・前掲注⑿Kap.5,�
§34,�Torgler,�B.�（2007）,�op.cit.・前掲注⒆pp.64-
84,� 横山（2016b）・ 前掲注⒄ １頁以下， 横山

（2017a）・前掲注⒅79頁以下（2017a年）を参考に
して作成。

図表４－２　納税意識と効率性を重視する観点からみた個人住民税の方向性

出所）Sandford,� C.,� M.� Godwin� and� P.� Hardwick�（1989）,� Administrative and Compliance Costs of 
Taxation,�Fiscal� Publications,�Bath,� chap.1,� pp.3-23,� Sandford,�C.（2000）,�Why Tax Systems Differ; A 
Comparative Study of the Political Economy of Taxation,�Fiscal�Publications,�Bath,�p.130,�Schmölders,�G.�

（1970）,�Finanzpolitik,Dritte,neu überarbeitete Auflage,Springer-Verlag,�Berlin・Heidelberg・New�York,�
Kap.5� 　§34,� Torgler,� B.�（2007）,� Tax Compliance and Tax Morale; A Theoretical and Empirical 
Analysis,�Edward�Elgar�Publishing�Limited,�pp.64-84，横山直子「所得税と住民税に関する納税意識と納
税協力費の根拠」大阪産業大学経済論集第17巻第２号１頁以下（2016b），横山直子「わが国における納税
意識の特徴と徴税・納税制度の方向性　所得税・消費税・住民税を中心に　」大阪産業大学経済論集第18
巻第３号79頁以下（2017a年）を参考にして作成。

納税の電子化（効率性が高い）

納税意識 納税協力費

低い 高い 時間の節約により
→満足度上昇
→コストの低下の効果

メリットが大きい

納税協力費
高くなる可能性

高い

税の理解・
わかりやすさ

低い
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きく，メリット，プラスの効果が高いといえ
る。

Ⅴ　むすび

　本論文は，納税意識，納税協力費そして徴
税・納税方法に焦点をあてながら，個人住民
税の特徴と個人住民税をめぐる問題について
研究を深めているものである。納税をめぐる
環境が飛躍的に前進している中，本論文では，
個人住民税に関して徴税・納税制度の観点か
らみた課題に着目し，徴税・納税制度の方向
性について検討をおこなっている。納税意識，
納税協力費，また徴税・納税方法の観点に力
点をおきながら個人住民税の特徴や個人住民
税をめぐる論点を明らかにし，個人住民税の
今後の方向性を探究しようとしている点が本
論文の特徴の一つである。納税意識，納税協
力費，さらに徴税・納税方法といった注目す
べき観点からみることで個人住民税の特徴が
より明瞭に浮かび上がることにつながるとい
える。
　本論文における検討から特に強調したいこ
とは，第一に，個人住民税の意義についてで
ある。個人住民税については，納税者，税負
担者が税に明瞭に気づいているということが
より重要になってくる。納税意識の観点から
みると，個人住民税に関する徴税・納税制度
が所得税と違っていることによって納税者，
税負担者は，所得税のほかに個人住民税も負
担しているということを意識することになる。

給与所得者であっても給与明細を見たときに
個人住民税に関することを目にすることがで
き，意識・気づきにつながるという効果をも
たらすといえる。
　第二に強調したいことは，個人住民税の納
税意識に関して留意すべき点についてである。
国税の所得税と地方税の個人住民税がそれぞ
れの特質を有していることによって，納税者
の納税意識は影響を受け，個人住民税の固有
の納税意識を明瞭にはとらえにくいというこ
とが課題となる。個人住民税固有の納税意識
をとらえるにあたって心理の側面の役割が大
きくなる。各納税者の納税意識の根もと・根
っことなるものは何か，また意識を形作る過
程について精緻な分析が必要となる。
　さらに第三に強調したいことは，納税をめ
ぐる環境の進展に関する視点についてである。
納税の電子化がますます進むことにより，納
税者，税負担者が税そのものを感じにくくな
るとすればよくない。納税意識が小さくなり，
また，税のことがわかりにくくなることにつ
ながった場合に納税協力費の増大に結びつい
てしまう恐れがあるということに注目するこ
とが重要である。ただし，納税に関するコス
トの側面も含めて考えると，納税の電子化に
より納税に関する時間を節約することができ，
納税者の満足を押し上げ，短縮できた時間が
あることの効果は高く，納税の電子化など，
納税をめぐる環境の進展に関してはメリット
の方がきわめて大きいのである。


